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居
住
用
財
産
の
譲
渡
所
得
の
特
別
控
除
制
度
の

特
例
に
つ
い
て
、
適
用
対
象
と
な
る
被
相
続
人
居

住
用
家
屋
の
部
分
及
び
被
相
続
人
居
住
用
家
屋
の

敷
地
等
の
部
分
、
地
震
に
対
す
る
安
全
性
に
係
る

規
定
又
は
基
準
、
適
用
前
譲
渡
又
は
適
用
後
譲
渡

が
贈
与
等
に
よ
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
当

該
適
用
前
譲
渡
及
び
適
用
後
譲
渡
の
対
価
の
額
の

算
定
方
法
の
細
目
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租

税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
二
三
条
関
係
）

特
定
口
座
開
設
届
出
書
の
提
出
を
す
る
者
の
告

知
に
つ
い
て
、
個
人
番
号
の
告
知
を
要
し
な
い
者

の
範
囲
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置

法
施
行
令
第
二
五
条
の
一
〇
の
三
関
係
）

非
課
税
口
座
内
の
少
額
上
場
株
式
等
に
係
る
譲

渡
所
得
等
の
非
課
税
等
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令

第
二
五
条
の
一
三
関
係
）

非
課
税
口
座
を
開
設
し
て
い
る
者
が
出
国
に

よ
り
非
課
税
口
座
の
廃
止
を
す
る
場
合
に
お
い

て
、
そ
の
者
が
国
外
転
出
の
予
定
日
か
ら
起
算

し
て
三
月
前
の
日
に
お
け
る
有
価
証
券
等
の
価

格
に
よ
り
国
外
転
出
を
す
る
場
合
の
譲
渡
所
得

等
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
と
き
は
、
非
課
税

口
座
内
上
場
株
式
等
の
払
出
し
時
の
金
額
は
、

同
日
に
お
け
る
有
価
証
券
等
の
価
格
と
す
る
。

非
課
税
適
用
確
認
書
の
交
付
申
請
書
の
提
出

を
す
る
者
の
告
知
に
つ
い
て
、
個
人
番
号
の
告

知
を
要
し
な
い
者
の
範
囲
を
定
め
る
。

未
成
年
者
非
課
税
適
用
確
認
書
の
交
付
申
請
書

の
提
出
を
す
る
者
の
告
知
に
つ
い
て
、
個
人
番
号

の
告
知
を
要
し
な
い
者
の
範
囲
を
定
め
る
こ
と
と

し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
二
五
条
の
一

三
の
八
関
係
）

住
宅
借
入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の

特
別
控
除
に
つ
い
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合

理
化
に
資
す
る
修
繕
又
は
模
様
替
を
適
用
対
象
に

加
え
る
措
置
を
適
用
期
限
の
到
来
を
も
っ
て
廃
止

す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

二
六
条
関
係
）

特
定
の
増
改
築
等
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
を
有

す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
の
控
除
額
に

係
る
特
例
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と

と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
二
六
条
の

四
関
係
）

多
世
帯
同
居
改
修
工
事
等
に
係
る
特
例
に
つ

い
て
、
適
用
対
象
と
な
る
他
の
世
帯
と
の
同
居

を
す
る
の
に
必
要
な
設
備
の
数
を
増
加
さ
せ
る

た
め
の
増
改
築
等
の
範
囲
及
び
要
件
そ
の
他
必

要
な
事
項
を
定
め
る
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
に
資
す
る
修

繕
又
は
模
様
替
を
適
用
対
象
に
加
え
る
措
置
を

適
用
期
限
の
到
来
を
も
っ
て
廃
止
す
る
。

特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
を
支
払
っ
た
場

合
の
医
療
費
控
除
の
特
例
に
つ
い
て
、
適
用
対
象

と
な
る
取
組
及
び
一
般
用
医
薬
品
等
を
定
め
る
と

と
も
に
、
特
例
の
適
用
を
受
け
る
際
に
確
定
申
告

書
に
添
付
等
を
す
べ
き
書
類
の
細
目
等
を
定
め
る

こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
二
六

条
の
二
七
の
二
関
係
）

公
益
社
団
法
人
等
に
寄
附
を
し
た
場
合
の
所
得

税
額
の
特
別
控
除
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
を
講
ず

る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
二

六
条
の
二
八
の
二
関
係
）

そ
の
実
績
判
定
期
間
に
そ
の
公
益
目
的
事
業

費
用
等
の
額
の
合
計
額
が
一
億
円
に
満
た
な
い

事
業
年
度
（
以
下「
特
定
事
業
年
度
」と
い
う
。）

を
有
す
る
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法

人
、
学
校
法
人
及
び
準
学
校
法
人
、
社
会
福
祉

法
人
並
び
に
更
生
保
護
法
人
に
係
る
い
わ
ゆ
る

パ
ブ
リ
ッ
ク
・
サ
ポ
ー
ト
・
テ
ス
ト
の
絶
対
値

要
件
（
以
下
「
絶
対
値
要
件
」
と
い
う
。）に
お

け
る
実
績
判
定
期
間
内
の
判
定
基
準
寄
附
者
数

が
年
平
均
一
〇
〇
人
以
上
と
す
る
要
件
の
当
該

判
定
基
準
寄
附
者
数
は
、
特
定
事
業
年
度
に
お

け
る
判
定
基
準
寄
附
者
数
に
一
億
を
乗
じ
て
こ

れ
を
当
該
公
益
目
的
事
業
費
用
等
の
額
の
合
計

額
で
除
し
て
計
算
す
る
。

公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
並
び
に

更
生
保
護
法
人
に
係
る
絶
対
値
要
件
に
つ
い

て
、
実
績
判
定
期
間
内
の
各
事
業
年
度
に
お
け

る
当
該
判
定
基
準
寄
附
者
か
ら
の
寄
附
金
の
額

の
総
額
に
一
二
を
乗
じ
て
こ
れ
を
当
該
実
績
判

定
期
間
の
月
数
で
除
し
て
得
た
金
額
が
三
〇
万

円
以
上
で
あ
る
こ
と
を
要
件
に
加
え
る
。

特
例
の
対
象
と
な
る
国
立
大
学
法
人
、
公
立

大
学
法
人
、
独
立
行
政
法
人
国
立
高
等
専
門
学

校
機
構
及
び
独
立
行
政
法
人
日
本
学
生
支
援
機

構
の
要
件
並
び
に
こ
れ
ら
の
法
人
に
対
す
る
寄

附
金
の
要
件
を
定
め
る
。

既
存
住
宅
に
係
る
特
定
の
改
修
工
事
を
し
た
場

合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
つ
い
て
、
適
用
対

象
と
な
る
多
世
帯
同
居
改
修
工
事
等
の
範
囲
及
び

要
件
、
控
除
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
多
世
帯
同

居
改
修
工
事
等
の
標
準
的
な
費
用
の
額
等
を
定
め

る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
二

六
条
の
二
八
の
五
関
係
）

２

法
人
課
税

エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取

得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除
制

度
に
つ
い
て
、
対
象
と
な
る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
の
利
用
に
資
す
る
機
械
そ
の
他
の
減
価
償
却
資

産
の
範
囲
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措

置
法
施
行
令
第
五
条
の
四
及
び
第
二
七
条
の
五
関

係
）特

定
の
地
域
に
お
い
て
雇
用
者
の
数
が
増
加
し

た
場
合
の
特
別
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
特
定

地
域
基
準
雇
用
者
数
の
細
目
を
定
め
る
と
と
も

に
、
組
織
再
編
成
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
基
準

雇
用
者
数
の
計
算
等
の
基
礎
と
な
る
適
用
年
度
開

始
の
日
の
前
日
に
お
け
る
雇
用
者
の
数
の
計
算
に

つ
い
て
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
租
税

特
別
措
置
法
施
行
令
第
五
条
の
六
、
第
二
七
条
の

一
二
及
び
第
三
九
条
の
四
五
の
二
関
係
）

認
定
地
方
公
共
団
体
の
寄
附
活
用
事
業
に
関
連

す
る
寄
附
を
し
た
場
合
の
特
別
税
額
控
除
制
度
に

つ
い
て
、
本
制
度
の
税
額
控
除
限
度
額
の
計
算
上

控
除
さ
れ
る
金
額
で
あ
る
特
定
寄
附
金
の
支
出
に

つ
い
て
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
り
道
府
県
民
税
及

び
市
町
村
民
税
（
都
民
税
を
含
む
。）の
額
か
ら
控

除
さ
れ
る
金
額
の
細
目
等
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
二
七
条
の
一
二

の
二
及
び
第
三
九
条
の
四
五
の
三
関
係
）

特
定
中
小
企
業
者
等
が
経
営
改
善
設
備
を
取
得

し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
特
別
税
額
控
除
制
度

に
お
け
る
認
定
経
営
革
新
等
支
援
機
関
に
準
ず
る

も
の
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
農
業
会
議
を
除
外
し

た
上
、
農
業
協
同
組
合
中
央
会
を
存
続
中
央
会
と

す
る
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特

別
措
置
法
施
行
令
第
五
条
の
六
の
二
及
び
第
二
七

条
の
一
二
の
三
関
係
）

雇
用
者
給
与
等
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
特

別
税
額
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
特
定
の
地
域
に
お

い
て
雇
用
者
の
数
が
増
加
し
た
場
合
の
特
別
税
額

控
除
制
度
の
適
用
を
受
け
る
事
業
年
度
に
お
い
て

特
別
控
除
の
対
象
と
な
る
雇
用
者
給
与
等
支
給
増

加
額
か
ら
控
除
さ
れ
る
金
額
の
計
算
方
法
等
を
定

め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

五
条
の
六
の
三
、
第
二
七
条
の
一
二
の
四
及
び
第

三
九
条
の
四
六
関
係
）

特
定
地
域
に
お
け
る
電
気
通
信
設
備
の
特
別
償

却
制
度
に
つ
い
て
、
対
象
と
な
る
特
定
電
気
通
信

設
備
の
範
囲
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別

措
置
法
施
行
令
第
二
八
条
の
八
及
び
第
三
九
条
の

五
五
関
係
）

障
害
者
を
雇
用
す
る
場
合
の
機
械
等
の
割
増
償

却
制
度
に
つ
い
て
、
対
象
と
な
る
機
械
及
び
装
置

並
び
に
工
場
用
の
建
物
及
び
そ
の
附
属
設
備
の
範

囲
を
定
め
る
と
と
も
に
、
書
類
添
付
要
件
に
つ
い

て
所
要
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特

別
措
置
法
施
行
令
第
六
条
の
五
、
第
二
九
条
及
び

第
三
九
条
の
六
〇
関
係
）

倉
庫
用
建
物
等
の
割
増
償
却
制
度
に
つ
い
て
、

対
象
と
な
る
倉
庫
用
の
建
物
及
び
そ
の
附
属
設
備

並
び
に
構
築
物
の
範
囲
を
国
土
交
通
大
臣
が
財
務

大
臣
と
協
議
し
て
指
定
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
と

し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
八
条
、
第
二

九
条
の
六
及
び
第
三
九
条
の
六
五
関
係
）

保
険
会
社
等
の
異
常
危
険
準
備
金
制
度
に
つ
い

て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
三
三
条
の
二
及
び

第
三
九
条
の
八
三
関
係
）

火
災
等
協
同
組
合
が
行
う
火
災
共
済
の
洗
替

保
証
限
度
額
等
を
正
味
収
入
共
済
掛
金
の
四
五

パ
ー
セ
ン
ト
（
改
正
前
六
〇
パ
ー
セ
ン
ト
）に
、

協
同
組
合
連
合
会
が
行
う
火
災
共
済
の
洗
替
保

証
限
度
額
等
を
正
味
収
入
共
済
掛
金
の
六
〇

パ
ー
セ
ン
ト
（
改
正
前
七
五
パ
ー
セ
ン
ト
）に
、

そ
れ
ぞ
れ
引
き
下
げ
る
。

火
災
保
険
等
及
び
火
災
共
済
に
係
る
積
立
率

の
特
例
の
適
用
期
限
を
三
年
延
長
す
る
。

海
外
探
鉱
準
備
金
制
度
に
お
け
る
海
外
自
主
開

発
法
人
の
要
件
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し

を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令

第
三
四
条
及
び
第
三
九
条
の
八
八
関
係
）

「
国
内
鉱
業
者
等
か
ら
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト
以

上
か
つ
国
内
鉱
業
者
等
及
び
共
同
出
資
法
人
か

ら
二
五
パ
ー
セ
ン
ト
以
上
の
出
資
又
は
長
期
の

資
金
の
貸
付
け
を
受
け
て
い
る
こ
と
」
と
の
要

件
に
つ
い
て
、
国
内
鉱
業
者
等
か
ら
の
長
期
の

資
金
の
貸
付
け
を
除
外
す
る
。
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